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「地震調査研究推進本部（本部長：文部科学大臣）」
（地震本部）は、政府の特別の機関で、我が国の
地震調査研究を一元的に推進しています。�

平成21年8月15日発行（毎月1回発行）第2巻第4号�

　地震調査研究推進本部が発足してから１４年が経過し
ようとしています。筆者は、発足当時に政策委員を拝
命し、地震本部（当時は推本と呼んでいた）活動に参加
してきました。私の古い手帳によると、平成７年（１９９５）
６月２９日「科技庁政策委（１５－１７）」、７月１８日「科技
庁政策委（１０－１２）：変更７月１７日」とあるので、この
あたりが最初の政策委員会であったようです。私にと
って最も感慨深いことは、高感度地震データの一元化
が実現し、GPS等の他のデータも含めデータ流通・公
開システムが整備されたことです。これに関わってき
た一人として、当時の事務局・関係者の多大なるご尽
力に改めて敬意を表したいと思います。�
　政策委員会の活動は実に多彩であり、かつ重要なも
のばかりです。とくに「総合的かつ基本的な施策（総合
基本施策）」は１０年間程度を見通した本部の活動の指針
となるものです。今年の４月に、新総合基本施策が策
定されました。策定にあたっては、地震学、地球物理学、
地形学、地質科学、地震工学、社会科学、災害科学など
の専門家に、ジャーナリストや社会活動家も加わり、
広い角度からの議論がありました。その成果を一言で
私なりにまとめるとすれば、総合的地震防災を強く意
識した地震調査研究の方針であろうかと思います。�
　日本と同様、地震・津波災害に苦しめられている国は、
インドネシア、中国、トルコ、フィリピンなど多くあり
ます。我が国の先端的地震防災科学技術がこうした国々
にも広く普及することが望まれます。この点に関しては、
画期的な動きがあります。科学技術外交の一環として、
JST（科学技術振興機構）とJICA（国際協力機構）とが

協力し、アジア・アフリカ諸国を中心とした２国間科
学技術協力事業が始まっているのです。地震・津波・火
山防災に関しては、インドネシア、フィリピン、南アフ
リカ、ペルーでのプロジェクトが始まろうとしています。
このJST－JICAプロジェクトの特徴は、単なる地震・
津波・火山科学の調査研究にとどまらず、防災工学や
防災社会学などを含み、総合的地震防災科学技術の研
究開発及びその社会実装という位置づけとなっている
ことです。この意味で、地震本部が目指そうとする方
向性が我が国から海外にも拡大しつつあるとも言える
でしょう。�
　最後になりますが、政策委員会の下に新たに設置さ
れた総合部会でもこのような方向性を軸に、諸活動を
推進していきたいと考えています。地震本部の活動の
成果を自治体・国民に向けどのように発信し、活用を
促進していくのかも重要な課題です。この点については、
自治体関係者や国民の多くの方々からのフィードバッ
クは欠かせません。皆様方からの多くの意見を期待し
ています。�
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本藏　義守（ほんくら・よしもり）氏�
政策委員会 総合部会長。国立大学法人
東京工業大学理工学研究科教授。東京
工業大学理学部長、理事・副学長、文部科
学省科学官などを歴任。固体地球電磁気
学が専門。地震に関連する電磁気現象の
研究を進めてきたが、やっと地震波（地震発
生ではなく）に先行する電場変化の検出に
成功した。�

強震動に関する予測手法の検討および評価を行い、�
「震源断層を特定した地震の強震動予測手法（「レシピ」）」の�
改訂・高度化とともに、強震動予測の精度向上を目指します�

強震動予測手法検討分科会�本部�しごと�
の�

第8回�

�

　地震調査研究推進本部は平成１１年、当面推進すべき地震調
査研究の課題の１つとして、「全国を概観した地震動予測地図」
の作成を目標に掲げました。その作成に関する検討を行うべく、
地震調査委員会強震動評価部会の下、平成１１年１１月に強震動
予測手法検討分科会が設置されました。当分科会は、地震学、
地震工学などの分野の専門家で構成されており、その開催は
既に９０回を超えています。�
　主な審議内容は、長期評価が行われている主要活断層帯で
発生する地震や海溝型地震を対象とした強震動予測を実施す
るにあたり、予測手法等を検証することです。そして、その
検証内容を基に、「震源断層を特定した地震の強震動予測手

法（「レシピ」）」の改訂・高度化に向けた検討を行っています。
また、「レシピ」を用いてほとんどの主要活断層帯に対して震
源モデルを作成しました。これは、平成２１年７月に公表されま
した「全国地震動予測地図」のうち、「震源断層を特定した地
震動予測地図」で用いられています。その他にも、地下構造
モデル検討分科会とともに審議を行っている「長周期地震動
予測地図」に関する震源モデルの作成・検討も行っています。�
  ただ、「レシピ」にはまだ課題も多く、今後さらなる強震動
予測の高度化を目指し、現在長期評価部会で検討中の新たな
活断層の長期評価手法も取り入れながら、強震動予測手法の
検討を進めていく予定です。�

地震調査研究推進本部事務局の人事異動� 平成21年7月14日付�

地震・防災研究課長�

防災科学技術推進室長� 南山　力生� 科学技術・学術政策局原子力安全課運転管理・�
検査管理官から�

鈴木　良典� 農林水産省農林水産技術会議事務局研究推進課�
産学連携室長から�

渡邉　　淳� 大臣官房政策課評価室長へ�

増子　　宏� 科学技術・学術政策局科学技術・学術戦略官�
（地域科学技術担当）へ�

新� 旧�

「新総合基本施策で始まる10年」の座談会の�
様子（平成21年6月2日） 

2008年岩手・宮城内陸地震の臨時GPS観測
点設置作業。岩石の上の装置はGPSアンテナ、
遠方の四角形の装置は太陽電池パネル。（国
立大学法人 東北大学 地震・噴火予知研究観
測センター 提供）�

地震調査委員会 ［第198回］�

定例会（平成21年7月9日）�

2009年6月の地震活動の評価�
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岩手・宮城内陸地震より1年を迎えて ［第3回］�

科学研究費補助金による緊急調査からわかったこと�

緊急余震観測とGPS観測データから�
内陸地震の発生機構に新たな知見�
国立大学法人 東北大学大学院理学研究科�
地震・噴火予知研究観測センター　海野 徳仁�

10

本部のしごと�
第8回�

強震動に関する予測手法の検討および評価を行い、�
「震源断層を特定した地震の強震動予測手法（「レシピ」）」の�
改訂・高度化とともに、強震動予測の精度向上を目指します�

強震動予測手法検討分科会�

地震本部�

工学分野との連携を密に国民一人ひとりへ�
情報提供・発信を強化�

4

新しい総合的かつ基本的な施策に関する専門委員会主査  長谷川 昭�
国立大学法人 名古屋大学大学院環境学研究科 福和 伸夫�
危機管理アドバイザー  国崎 信江�

座談会�新総合基本施策で始まる１０年�

総合的地震防災を�
目指した調査研究の潮流�
政策委員会 総合部会長　本藏 義守�
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月例地震活動評価�
ホームページ［http://www.jishin.go.jp/］をご覧下さい。�検索�地震調査�
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2009年 �
6月の地震活動の評価�

�

主な地震活動�
　目立った活動はなかった。�

�

� 各地方別の地震活動 �

北海道地方�
●６月５日に十勝沖の深さ約３０kmでマグニチュード（M）６.４

の地震が発生した。この地震の発震機構は北西－南東方向に

圧力軸を持つ逆断層型で、太平洋プレートと陸のプレートの

境界で発生した地震である。この地震に伴い、北海道日高地

方の南部を中心とする地域で小さな地殻変動が観測された。�

�

東北地方�
●６月２３日に宮城県沖の深さ約４０kmでM５.６の地震が発生した。

この地震は太平洋プレート内部で発生した地震と考えられる。

この地震の発震機構は北北西－南南東方向に圧力軸を持つ逆

断層型であった。�

�

関東・中部地方�
●６月６日に千葉県東方沖でM５.９の地震が発生した。この地

震の発震機構は北北東－南南西方向に張力軸を持つ正断層型

で、太平洋プレート内部で発生した地震と考えられる。�

●東海地方のGPS観測結果等には特段の変化は見られない。�

�

近畿・中国・四国地方�
　目立った活動はなかった。�

�

九州・沖縄地方�
●６月２５日に大分県西部の深さ約１０kmでM４.７の地震が発生

した。この地震の発震機構は南北方向に張力軸を持つ正断層

型で、地殻内で発生した地震である。�

a）６月２０日、２３日に三陸沖でM５.４、M５.２の地震（共に最大震度２）�
     が発生した。�
b）６月２３日に宮城県沖でM５.６の地震（最大震度４）が発生した。�

a）６月５日に十勝沖でM６.４の地震（最大震度４）があった。�

a）６月２５日に大分県西部でM４.７の地震（最大震度４）が発生した。�
b）６月２８日に長崎県南西部〔長崎県北部〕でM４.０の地震（最大震度３）
が発生した。�

特に目立った活動はなかった。�特に目立った活動はなかった。�

a）６月６日に千葉県東方沖でM５.９の地震（最大震度３）があった。�

各図の縮尺は異なる。そのため、凡例のMによるマークの大きさは目安で、図中のM
のマークの大きさと同じではない。�
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深さによる震源のマーク�
M7.0以上�
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定例会（平成21年7月9日）�
地震調査委員会�第198回�
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各地方別の地震活動図は気象庁・文部科学省提出資料を基に作成。また
各地方の図に記載されたN＝は図中の地震の総数を表す。�

注：�この図の詳細は地震調査研究推進本部ホームページの毎月の地震活動に関する評価に掲
載。地形データは日本海洋データセンターのJ-EGG500、米国地質調査所のGTOPO30、
及び米国国立地球物理データセンターのETOPO2v2を使用。�
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新総合基本施策で始まる１０年�座 談 会�

ホームページ［http://www.jishin.go.jp/］をご覧下さい。�検索�地震調査�

工学分野との連携を密に国民一人ひと りへ情報提供・発信を強化�
　新総合基本施策に基づく新たな地

震調査研究がいよいよスタートしま

す。この施策に基づいて、地震調査

研究が今後１０年間どのように進めら

れ、どのような結果が期待されるか、

新しい総合的かつ基本的な施策に関

する専門委員会に参加した委員の方々

に語っていただきました。�

地震本部発足から�
これまでの１０年�
司会　本日はお忙しいところお集
まりいただきまして、ありがとうござ

います。新総合基本施策に基づく新た

な地震調査研究がこの春からスタート

しました。ご参加いただいた３人の先

生には、新総合基本施策の専門委員会

にご参加いただき貴重なご意見をいた

だきました。�

この座談会では、今後１０年間の地

震調査研究のあり方を見据えた上で、

最終的に日本の防災・減災にどう活か

すかという一番重要な点を含めて、忌

憚のない話をお聞かせいただけたらと

思います。�

平成１１年に地震調査研究推進本部（以

下、地震本部）は最初の総合基本施策

を策定しましたが、この第１期の総合

基本施策でも、緊急地震速報を始め様々

な成果が出てきました。�

まず、専門委員会の主査を務めてい

ただいた長谷川先生にこれまでの１０年

間でわが国の地震調査研究が実現した

ことについて、地震学の分野の成果を

中心にお話をいただきたいと思います。�

長谷川　第一には、活断層や海溝
型地震の活動履歴調査が行われ、日本

列島全域を対象とした地震発生の長期

予測が実現しました。それと強震動予

測手法の開発が行われ、それらに基づ

いて全国を概観した地震動予測地図が

一応の完成をみたことが挙げられます。�

二番目には、地震情報の早期伝達シ

ステムの開発が系統的に行われ、その

結果が緊急地震速報として結実しまし

た。�

三番目には、地震発生メカニズムの

理解が大きく進展しました。海溝型の

プレート境界地震については、アスペ

リティモデルの検証が行われ、どうや

らアスペリティモデルが成り立つらし

いという段階まできました。�

加えて、プレート境界面上で、大地

震を起こす固着域（アスペリティ）の

周りで低周波微小地震を伴いながらゆ

っくり滑りが起きていることがわかっ

てきました。これはプレート境界大地

震の発生前に、その周囲でプレート間

の剥がれがどのように進行していくか

という重要な情報を与えてくれる現象

だと考えられます。�

内陸地震については、GPS観測か

ら歪み集中帯と言われている場所の存

在が明瞭に確かめられ、内陸地震の発

生メカニズムの理解が進みました。�

これらは、第１期の総合基本施策が

掲げていた目標です。そういう意味で

は、地震本部によって推進されてきた

地震調査研究は、着実に成果を上げて

きたと言えます。�

もちろん課題はあります。今述べた

ような成果が地震被害軽減に有効に役

立ってきたかという問題があります。

また、先ほど挙げました地震動予測地

図や緊急地震速報は予測の精度が高く

ないと役に立ちません。ですから、さ

らに精度を上げるという努力が今後必

要になります。このように、この１０年、

地震調査研究は着実に前進してきたと

思っています。�

そういった中で津波予測については、

少し取り残されたと感じています。津

波警報システムは、予算をつぎ込めば

予測精度を格段に上げることができた

のに、この１０年で必ずしもそれほど

の進展はなかった。他のものに比べて、

そういう思いがあります。その部分も

今後の１０年で何とかなるように期待

したいと思います。�

司会　ありがとうございました。
次に福和先生にお聞きしたいのですが。

特にこれまでの１０年間の地震調査研

究の成果が、先生の専門の防災工学や

他の工学面にどのような影響を及ぼし

たのか。�

特に福和先生の場合は、地域の防災

力向上ということで、いろいろな取り

組みをなされていますが、そういう地

域での取り組みも含めてご意見をお願

いします。�

福和　建築や土木工学では、地震

国である日本の場合は、どうしても耐

震設計が一番重要な課題になります。

そのためには、構造物に作用する地震

力を的確に捕えることが基本中の基本

です。�

その地震力を生み出すもとは、地表

で評価される地震動になりますから、

地震動が正確に評価されるということ

が、土木や建築において非常に重要で

あることははっきりしていることです。�

耐震設計においても、個々人の防災

力向上においても、地域ぐるみの防災

対策の展開にしても、基本になるのは、

正確な地震動予測になります。そうい

う意味では、この１０年間、地震本部

が進めてきた地震動予測精度の向上と

いうのは大変意義のあることだと思い

ます。�

ただそれぞれの分野での使い方は随

分違っています。例えば、超高層建物

や免震・制震構造物をつくる場合では、

地震動予測地図のように加工されたデ

ータを使うのではなく、基のデータを

使って計算をしますから、KiK－net

などの観測データや堆積平野地下構造

調査などによる基礎調査のデータが非

常に役に立っています。�

つまり、最終的な評価結果というよ

りは、むしろ基礎データがきちんと取

られ、それがあまねく皆に公表された

ということが、建築、土木の先端技術

を支える意味ではとても重要な事です。�

また、ちょうど地震本部の取り組み

と同じ頃、中央防災会議では東海地震、

東南海、南海地震の問題に取り組んで

いて、それが地震本部の成果をうまく

吸い上げる形で、連動して政策面でも

動いていたということはすごく重要で

す。中央防災会議との連携という形で、

被害予測もされ、地震防災戦略もつく

られ、これから１０年間で耐震化率９０

％を目指すという施策にも結びついた

ということも成果であると感じていま

す。�

これから大事になってくることは、

大きな被害が予想される所や本当にや

ってくる地震に対して、具体的に災害

被害を減らすための研究に取り組むこ

とだと思います。そのためには、力を

入れて取り組むべき地震を絞り込む、

また、対象地域もそこが被害にあった

ら、日本全体が影響を受けるような大

都市域に着目して、そこでの被害軽減

を特に減らすということを考えるべき

です。�

司会　わかりました。ありがとう
ございます。後ほど、社会科学や工学

との連携ということについてもお話を

聞かせていただけたらと思います。�

次に国崎先生からは、危機管理の専

門の立場からのお話をお聞かせいただ

ければと思います。阪神・淡路大震災

の後、市民の視点からも、地震防災を

取り巻く環境がかなり変わってきたと

思いますが、ご感想も含めてお話くだ

さい。�

国崎　阪神・淡路大震災以後にお
ける市民の意識の変化ですが、確かに

一時的なブームのように、マスメディ

アも防災関連のニュースを取り上げ、

その結果、防災に関連する出版物も次々

と出されて、自治体も防災講演会や避

難訓練を行い、市民の防災意識の啓発

に積極的に努めてきたことで、防災の

必要性が社会に認知されてきたと感じ

ます。�

一方で、めまぐるしく新しいニュー

スが行きかう社会において、防災が生

活に定着する前に意識が風化するとい

う問題があります。阪神・淡路大震災

をきっかけに、防災に関わっていこう

と決意した人たちは、毎年発生してい

る大地震への慣れや防災への意識が風

化していく社会に、活動の継続に不安

を感じたり活動を断念する人も出て来

ました。�

NPO活動やボランティア活動、ビ

ジネスにおいて「防災」をテーマに社

会の意識を向上させることに非常に苦

労している現状があります。苦労の末

に防災意識を向上させることに成功し

ている地域もありますが、そうでない

地域との格差が広がっています。�

防災が生活に浸透しなかった理由の

一つに情報入手の敷居が高いことが挙

げられます。地震調査研究の成果が公

表されても、専門の知識を有さなけれ

ば理解できない内容であったり、求め

ている情報の在りかや、たどり着くま

でのアクセスの悪さに途中で挫折して

しまうことも少なくありません。�

全国の県市町村のホームページにお

いても、防災に関する情報量は異なり、

ハザードマップなどの被害予測情報も、

たどり着くまでに時間がかかるホーム

�

長谷川　昭 氏� 福和　伸夫 氏� 国崎　信江 氏� 増子　宏 氏（司会）�
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ページもあります。特に、防災などの

緊急情報を示す場所がトップページで

統一されておらず、各県市町村でバラ

バラに設置されているため、県境の住

居者や転居者は探すのに苦労していま

す。�

地震調査研究の成果や防災情報など、

あちらこちらに散らばっている情報を

集約し、国民がそれぞれの立場から利

活用できる情報提供のあり方を検討す

る必要があると思います。�

�

�

今後１０年間に期待する�
地震調査研究とその成果�
司会　ありがとうございました。
これまでの成果と具体的な課題もご呈

示いただきましたが、これから先の議

論はそれぞれの立場で、今後１０年間

に期待される地震調査研究の成果とそ

れによって日本の安全、安心がどのよ

うに確保されていくかについてお考え

を聞かせていただきたいと思います。�

まず長谷川先生には、今後１０年間に、

どのように地震調査研究は進んでいく

のかをお話しいただきたいと思います。

特に新総合基本施策では、三つの柱を

立てて、具体的な方向性が示されてい

ます。今後１０年間にどの程度成果が

出て、どのように国民の安全、安心に

つながっていくとお考えでしょうか。�

長谷川　期待を込めて言わせてい
ただくと、一つは、海域における地震・

津波観測網の構築が列島規模で始まっ

て、その結果、海溝型地震に対して、

現在のものと比べものにならないほど

の高精度な緊急地震速報と津波警報シ

ステムが開発されることです。警報の

精度が格段に上がれば被害軽減に有効

だという認識が定着し、住民の方々の

活用の度合いも大きく上がるはずです。

　先ほど、福和先生から、対象とする

地震を絞り被害軽減を図る必要がある

との話がありましたが、これまでの地

震本部の長期予測や中央防災会議の被

害想定などからも、今後、国としてど

のような地震に対応しなければいけな

いかということは明白です。�

そういった時に、海域でのリアルタ

イムの稠密地震・津波観測網の構築と、

それに基づく緊急地震速報、津波警報

システムの格段の高精度化というのは、

非常に重要な役割を果たすものと期待

します。�

二つ目に、陸域の地震に対しても、

緊急地震速報の精度の格段の向上が図

られるという期待です。今後１０年程

度を見越せば、現在に比べて極端に安

価な地震計が開発されると思います。

　例えば、それが緊急地震速報の受信

機や何か別のものに付いているという

ように、いたるところにセンサーが設

置され、そういうセンサーからの波形

情報がネットワークを通じて即時に配

信され主要動がまだ到達していない地

域へ配信されれば、千数百点規模のセ

ンサーの情報から発信している現在の

緊急地震速報に比べ、陸域で起きた地

震に対しても極端に高精度化が図られ

る可能性があります。�

三つ目には、先程申し上げましたよ

うに、海底におけるリアルタイムの稠

密地震・津波（及び地殻変動）観測網

の構築が実現すれば、それをベースに

して、プレート境界での滑りの時々刻々

の推移、つまりプレート間の剥がれの

進行状況が捕捉できる可能性がありま

す。このようなプレート境界の滑りの

推移予測システムが試行的に始まるこ

とを期待したいと思います。究極のと

ころは、プレート境界地震の発生予測

ですが、１０年ということを考えると、

まだ、そこに至る試行の段階だと思い

ます。�

それから、もう一つは、活断層のこ

とです。今後の１０年間に活断層調査

が更に進展し、活断層の長期予測の精

度が向上し、それに基づき作成される

地震動予測地図やあるいは活断層基本

図が被害軽減に結びつくものになって

いることを期待したいです。�

司会　次に福和先生にお尋ねします。
新総合基本施策では、取り組むべき三

つの柱の一つに、地震学と社会科学、

工学との連携、橋渡し機能の促進を謳

っており、それまでの総合基本施策よ

り、踏み込んで、工学分野との連携を

強化しようということになっています。

専門委員会では福和先生からもそのよ

うな指摘をいただいて、柱の一つとし

ましたが、改めてその辺の話をお聞か

せください。�

福和　まず、橋渡し機能の強化と
書いたことの良い面と悪い面とがある

と思います。橋渡し機能の強化と書い

たことによって、地震本部がすべきこ

とは、地震調査研究であって、直接は

災害被害軽減まではやらないというよ

うに範囲を限定してしまったという側

面があります。�

しかし、これまでの１０年間は地震

調査研究についてはすごく充実した成

果を上げたので、これからの１０年は、

それに加えて、より社会を強くするた

めに頑張るという意思表示として橋渡

し機能を書いたという面は評価できる

と思います。�

だから、地震本部の役割をどこまで

大きく考えるかによって、この言葉を

書いた意味が二種類の面で評価される

だろうという印象を持っています。�

しかし、なかなか難しいのは、地震

調査研究というのは主として理学の人

たちが中心で、そこに工学の人達も何

分の一か協力して一緒にやっていると

思っているのですが、理学で大事にす

ることと、工学で大事にするものは多

少違うところがあります。�

新しいものを発見する喜びを中心に

やっている理学の研究の中に、目的指

向で研究をしなくてはいけないという

側面を持つ、橋渡し機能を入れたこと

を、理学の研究者の人達がどう感じる

かということは、少し気を配る必要が

あると思います。�

これから橋渡し機能を本当に強化し

ていこうとすると、工学分野にどこま

で踏み込めるかということが大事です。

やり方によっては、今の取り組みにち

ょっとプラスするぐらいでもできます

し、本当にそれが災害被害軽減に活き

るところまで入り込もうとすると、今

まで地震本部がやっていたことに加え

て、かなり工学分野へ踏み出していく

必要があると思います。�

比較的近いところで踏み出そうとす

ると、まず大都市圏について、もう少

し高精度かつ高解像度な、そして軟弱

地盤にも対応した堆積平野の地下構造

調査をして、きちんとした地震動評価

をすることが考えられます。ユーザー

がたくさんいるところの地震動を正確

に評価していくことは、それだけでも

工学にとってはかなりのプラスになり

ます。また、それによって受益者も随

分多くなると思います。�

もう少し工学分野へ踏み出すと、建

物や構造物の中に本当に入ってくる地

震動は何かということが必要で、何も

建物がない状態のときに地震動から、

構造物に入った地震動への変換部分に

ついての研究をすれば、実際に構造物

の設計に使われるところまで更に一歩

進みます。�

建物に関しては先ほど長谷川先生が

おっしゃいましたように、ユビキタス

的な超安価なセンサーがこれから開発

されると思いますから、都市域に高密

度なセンサー群を設置すれば、いろい

ろなことが解明されてくるのではない

かと期待します。�

もう少し都市の問題に目を向けると、

都市というのは複雑怪奇にネットワー

ク化されているので、個々の単体とし

ての安全性を見ていても仕方がなくて、

何かが壊れると、その壊れたものによ

って、被害が波及していくというもた

れ合いの構図を考える必要があります。

そういった高機能型社会における地震

動予測、リスク評価とはどうあるべき

かという、これまでとは別の視点の考

え方も取り入れることが必要だと感じ

ています。�

最後に、情報発信についてですが、

今の地震本部の出している情報は、研

究者や自治体の防災担当行政者向きで、

国民一人ひとりには難しくて、わかり

にくいという感想を持っています。�

ホームページは、国民一人ひとりに

とって欲しい情報は何かという目線で

つくられることが必要です。例えば、

自分の住んでいる場所のハザードやリ

スクの大きさを、歴史的な地形の変遷

や人の住み方の変遷から納得して知る

ことができるなど、いろいろな情報も

交えた形での情報発信があるといいと

思います。�

そういう情報を使って、今度は地域

教育、家庭教育、学校教育などの側面

でも使われるとしたら、たぶん同じ研

究成果でも、かなり活きてくるのでは

ないでしょうか。この橋渡しの機能の

強化、あるいはその次の国民への成果

の普及・発信というところは、その中

身をどれだけ掘り下げられるかが勝負

です。�

しかし、報告書の成果普及・発信の

ところに書かれているのは、残念なが

ら研究成果の説明会など、作ったもの

をとりあえず渡すところまでです。こ

こをもっと踏み込むと、すごくいい成

果になると思います。そのためには、

やはり一人ひとりが納得感を持ち、自

分のことだと思わせるような形での情

報発信を強化することが必要です。�

司会　ありがとうございました。今、
福和先生から国民一人ひとりに成果を

いかに届けるかという話をしていただ

きました。先ほど国崎先生からも、情

報の出し方についての問題提起があり

ましたが、１０年の間に新総合基本施

策の成果がいろいろ出てくる際には、

やはり最終的には国民一人ひとりにち

ゃんとわかりやすい形で情報提供する

ことが重要です。その様な情報伝達、

成果の発信という観点からご意見をお

聞かせください。�

国崎　私自身、今後１０年の成果と
して期待していることは、やはり緊急地

震速報の高精度化と、津波の情報の即

時的な発信です。これまでの１０年間

の研究成果が、国民に対して緊急地震

速報を提供することに結びついたとい

うのは、本当に素晴らしいことです。

　しかし、こういう情報が、今まで述

べられてきたような研究の中から出て

きたということを国民は知らないので

はないか思います。この１０年間にど

のような苦労の末に成果として結実し

たのかという部分があまり見えてこな

いので、国民にとっては、ある日突然、

緊急地震速報を流すという告知をされ

て戸惑ってしまうのです。�

マスメディアからも研究成果の結果

として緊急地震速報が出たのだという

報道が少なかったのが残念です。これ

から研究成果を実社会に繋げていく中

で、過去においてどのような研究がな

されて、私たち国民がその成果をどの

ような形で享受しているかを、もう少

しうまくアピールできるとよいと思い

ます。�

緊急地震速報は素晴らしい成果とい

う評価の一方で、社会実装の面で運用
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長谷川　昭（はせがわ・あきら）氏�
昭和42年東北大学理学部卒業。昭和44
年東北大学大学院理学研究科地球物理
学専攻修士課程修了。東北大学理学部
助手、助教授、教授を経て、名誉教授。理
学博士。地震調査研究推進本部政策委員
会調査観測計画部会長、新しい総合的か
つ基本的な施策に関する専門委員会主査。
専門は地震学、特に沈み込み帯の地震の
発生機構。�

新総合基本施策で始まる１０年�座 談 会�

福和　伸夫（ふくわ・のぶお）氏�
国立大学法人名古屋大学大学院環境学
研究科副研究科長・教授。専門は建築構造・
地震工学。民間建設会社に勤務したのち
大学に異動。建築物や地盤の地震時挙動
に関する教育・研究を行う傍ら、成果の社会
還元のため地域の防災活動 に携わる。�
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のプロセスに大きな課題が残っていま

す。それは研究成果を社会に活かすま

でのプロセスを、国がどこまで担って

いくかというシナリオを書いていなか

ったからではないかと思います。運用

が開始されてもなお、いまだに通報音

の統一の問題が議論されています。�

また、精度の問題もさることながら、

国民一人ひとりにまで行き渡る情報提

供の問題、情報を受けた後の安全行動

についての課題、エンドユーザーが購

入し利用している端末機の品質の問題

など、懸案事項が山積みです。こうい

った現状を見ますと、今後１０年の間に、

研究成果を社会実践するまでのプロセ

スをしっかりと描いていくための検討

会が必要ではないかと考えます。研究

成果を出したら、後は好きに使ってく

ださいではなく、様々な課題を検証を

したのち、ガイドラインを設け、社会

に出していかなければ、社会は混乱し

ます。�

一般利用が開始された頃には、民間

企業で、緊急地震速報を利用した情報

提供のサービスをビジネスとして立ち

上げた会社は多かったのですが、今現

在成功している事例はあまり聞きませ

ん。民間の調査機関によると、緊急地

震速報提供サービス事業から撤退する

企業が多く、現在残っている企業でも

品質を維持している企業は数社しかな

いとのことです。その数社でさえも大

変苦労していて、赤字状態ということ

を聞きます。製品を作った後に決めら

れるガイドラインに振りまわされる中

で、開発費も膨らみます。防災はビジ

ネスにつながらないという状況は深刻

な問題で、撤退していった会社も含め

て、防災に手を出すとリスクが大きい

ということが教訓として残ってしまっ

ています。�

一般の人にアプローチするには、や

はりユニークで独創的な手法が必要で、

それに長けている民間企業が参画する

ことは今後の地震調査研究の成果普及

の上で重要です。そういう意味から、

津波の即時情報などの利用も同じ道を

たどらないように、社会実践のプロセ

ス、シナリオをしっかり考えておくこ

とが、社会への橋渡しにもつながって

いくと思います。�

橋渡し先は民間企業にも広げ、共同

研究や開発を強化しビジネスの側面か

らの多様なアプローチで国民の意識向

上を目指していくことも重要だと考え

ます。�

�

�
横断的に取り組むべき�
重要事項（人材育成・�
国際協力）について�
司会　ありがとうございました。

次に、新総合基本施策では、人材育成

の話や国際協力の話も盛り込みました。

特に人材の議論というのは、いろいろ

な意見も出て、かなりのウエイトを占

めました。�

また国際協力についても日本は地震

調査研究の先進国ですから、海外との

連携ということも重要になってきます。

特に中国は四川の大地震からちょうど

一年経ちますが、日本の地震調査研究

や防災研究に対して非常に高い関心を

持っているようです。これらのことに

ついて、一言ずつお願いいたします。�

長谷川　人材育成の問題については、
新総合基本施策にも書き込んではあり

ますが、実はそれでもまだ懸念を持っ

ています。しかし、これは地震の分野

だけの問題ではなく、現在の日本の社

会そのものに原因があることなのでそ

う簡単に解決するものではないと考え

ています。国全体として地道に取り組

んでいくしかありません。�

国際貢献については、ぜひ積極的に

取り組むべきだと思います。ご承知の

とおり大きな地震というのは沈み込み

帯で起きます。主な沈み込み帯は環太

平洋にあり、どちらかというと開発途

上国が多いです。そういう開発途上国

に日本で培ってきた地震調査研究の知

見や技術を活用してもらうことは、大

切なことだと思います。�

観測システム、地震発生予測、強震

動予測、津波予測、あるいは緊急地震

速報、そういった知見や技術を有効に

活用できる仕組みさえできれば、先ほ

ど話に出ました中国をはじめとして多

くの国で有効活用できると思います。�

福和　まず人材については、地震
学だけでなく地震工学でも本当に若手

が減ってきています。従来はこの分野

に魅力を感じてもらうために理学的な

研究成果の面白さを主にアピールして

いましたが、それだけでは人材は入っ

て来ません。最近は、社会に役立つと

いうことに魅力を感じる人も増えてき

ているので、防災や環境問題はとても

社会に喜ばれる学問だという言い方で

アピールしています。�

耐震工学分野での国際貢献について

は、そこの国の耐震化を実質的に進め

ていくことが必要になります。ですが、

国情によってやり方が違っていて、日

本の高度な技術を持っていってもなか

なか役に立ちません。そこにある材料

を使い、そこの人達が作ることができ

る建物のつくり方とか、そこの国民の

経済レベルに応じた法規制に準じたも

のにするとか、建造物を審査する人達

の教育とか、そういうことが重要にな

ってきます。どちらかというと技術の

移転というよりは、人材の育成の方が

大事です。�

ですから、途上国を中心とした国際

貢献を考えるなら、そういう国の人達

に日本の中でいろいろな仕組みづくり

などについて勉強をしてもらい、自国

に帰った彼らに活躍してもらうという、

技術の輸出ではないやり方で進めたほ

うがいいと思います。�

国崎　人材育成については防災教
育の充実が望まれます。とくに教育者

へのアプローチが重要だと感じており

ます。�

保育士や園・学校の教諭を志望して

いる人達に、防災教育のカリキュラム

を受講するシステムを構築することが

必要ではないかと思っています。実際

の現場では防災の知識を得る機会もな

く防災学習をしてくださいと言われて

戸惑う先生も少なくありません。�

別の視点での人材育成では関心のな

い人に、防災に関心を持ってもらうに

は思い切ったアプローチが必要である

と考えます。防災というテーマを前面

に出さずに、健康や環境など、関心の

高いテーマと防災を絡ませることで拒

絶反応もなくスムーズに防災を受け入

れることがわかってきました。�

自治体の中でも防災のことは関係部

署に任せておけばいいということでは

なく、保健・子育て支援などの部署の

業務に防災を絡めていくことが、結果

として市民の防災意識向上に寄与する

と思います。�

国際協力においても日本には優れた

防災教育のプログラムがあるので、防

災への関心が高まっている被災地を中

心に、現地での社会的な背景を意識し

ながら防災教育を提供していくことが

望まれます。�

�

　�
１０年後の日本の姿�
（安全・安心な社会の構築、�
世界的リーダーとしての�
役割など）�
司会　ありがとうございました。

最後に、新総合基本施策で掲げられた

柱、目標というものが達成された場合

に、日本の地震防災を取り巻く環境は

どのように変わっているのか。�

もちろん、社会構造の変化がなけれ

ば動かないものとかいろいろあるとは

思いますが、希望的観測を含めて話し

ていただいても結構なので、将来の日

本の姿などを一言ずつお願いいたしま

す。�

長谷川　１０年経ったら、東南海地
震の２０年発生確率が６０％とか、７０％

とか、そういう数字になります。だか

ら、現在の状況とはだいぶ違います。

その時に、先ほど期待を込めて申し上

げたようなことが実現していて、もう

目の前に迫っている東南海、南海地震

に国としてきちんと対応しているとい

うことを国民にメッセージとして伝え

ることができ、国に対する国民の信頼

感も醸成され、結果として今よりも遥

かに防災意識が向上していることを期

待したいです。�

パニックというのは、信頼できる情

報がきちんと伝われば起きないと思い

ますから、そういう意味で、国に対す

る信頼感が醸成されて、国民一人ひと

りの防災意識が向上していて欲しいと

思います。�

司会　福和先生、お願いします。�
福和　２０２０年ぐらいに日本はどう
なっているかというと、中央防災会議

が定めた地震防災戦略も、もう終わっ

た後ですから、そこに書かれたことが

実現できていれば、街は耐震化され、

そして地震本部が発信する情報に基づ

いて、一人ひとりの意識も変わり、人

の心も変わっていれば、たぶん本当の

意味での地域の防災街づくり活動がで

きていて、防災共同社会も実現できて

いるはずだと思います。その頃には、

このままでは日本は少子高齢化社会に

なってしまい、将来は立ち行かないと

いうことを真剣に一人ひとりの国民が

思い始めているはずです。�

その結果、人々が、社会の中の一個

人としての責任感と義務感をきちんと

持った上で、来るべき少子高齢化など、

非常に厳しい時代を目前にして、同時

に東南海、南海地震に備えるため、き

っとコンパクトシティを目指して、軟

弱地盤の場所から都市を撤退させつつ、

そこを再び農地にかえ、安全な街に、

この日本の国を作り直すスタートライ

ンに立っている。１０年後にはそのよ

うになっていることを期待しています。�

司会　わかりました。国崎先生は

いかがでしょうか。�

国崎　地震調査研究の成果が生活
を営む上で大変重要な情報であると認

識される社会になることを願っていま

す。�

例えば、地震本部の成果が土地の利

用規制等の法整備の指針となり、活断

層から一定の距離には家を建てられな

いということになれば、土地選びの際

に防災を意識しなくてはならず、住宅

を借りるにしても建物の耐震性の開示

などを義務化した場合、住宅の選択に

も地震を意識するようになります。切

迫する巨大地震を前に防災を意識した

暮らし方が定着していくことが理想で

す。�

街づくりにおいても、駅の場所を軟

弱地盤ではなくより安全な所に動かす

というような土地利用をすれば、駅の

周りに人は動きますから、街もおのず

と災害に強い街に変わっていくと期待

されます。�

建造物に関しても、堆積平野地下構

造調査などを基に、耐震設計を提案す

るなど、資産を守るための地震・防災

情報を、その地域不動産やハウスメー

カーから積極的に提供することができ

る社会になることを期待したいと思い

ます。�

司会　本日は貴重なご意見ありが
とうございました。今後とも、文部科

学省としても新総合基本施策に掲げら

れた目標が達成されるよう各省の先頭

に立って頑張っていきます。�

緊
急
地
震
速
報
の
高
精
度
化
と�

津
波
情
報
の
即
時
的
発
信
を�

国崎　信江（くにざき・のぶえ）氏�
危機管理教育研究所代表・危機管理アド
バイザー。女性・生活者の視点から独自の
防災対策を提唱している。国内や海外での
防災教育活動および市民向け防災講演、
執筆、プログラムコーディネイトなどの活動を
行う。�

司会：�
前 文部科学省研究開発局�
地震・防災研究課長　�

増子　宏（ますこ・ひろし）氏�

新総合基本施策で始まる１０年�座 談 会�
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